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お客を顧客へと変化させる店舗の取り組みとは？





















































































































































































































18名；「統制」男性14名，女性 7名）が，それぞれの条件での男女比はおよそ 6： 4で
あり，条件ごとに性別の偏りがないことも確認できた。
予測を確認するため，再来店意図について条件を独立変数とする一元配置の分散分
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科学研究所, 2010）。このような指摘からも，本報告で行った，理論的な予測を，実際
の営業店舗で実践的に検討した試みは有益なものであると考える。
本研究は，さらに発展的に検討を行う余地を残している。例えば，文化的自己観から
の認知的不協和による態度変化に関する検討も行われ，自己観により認知的不協和によ
る態度変化が生じる側面が異なることが指摘されている（斎藤・上淵, 2013）。本報告で
は，参加者の自己観などパーソナリティを含めた検討は行えていない。地域性や参加者
のパーソナリティを踏まえた検討を行うことは，興味深いものとなるだろう。
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